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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

建設会社の現状について
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政府投資額（兆円）

民間投資額（兆円）

就業者数（万人）

許可業者数（千業者）

（年度）

出典：国土交通省「建設投資見通し」・「建設業許可業者数調査」、総務省「労働力調査」
注１ 投資額については2016年度まで実績、2017年度・2018年度は見込み、2019年度は見通し
注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
注３ 就業者数は年平均。2011年は、被災３県（岩手県・宮城県・福島県）を補完推計した値について2010年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及推計した値注
注４ 平成27年（2015年）産業連関表の公表に伴い、2015年以降建築物リフォーム・リニューアルが追加されたとともに、2011年以降の投資額を遡及改定している

○ 建設投資額のピークは1992年度（約84兆円）→2011年度まで落ち込み（約42兆円）
→その後は増加に転じ、近年は約56兆円程度（ピーク時から約33％減）。

○ 建設業者数は2018年度末は約47万業者で、ピーク時（1999年度末）から約22％減。
○ 建設業就業者数は2019年平均は499万人で、ピーク時（1997年平均）から約27％減。

建設投資、許可業者数及び就業者数の推移

（兆円） （千業者、万人）

就業者数のピーク
685万人（1997年平均）

就業者数
ピーク時比
▲26.5%

499万人
（2019年平均）

468千業者
（2018年度末）

許可業者数
ピーク時比
▲22.1%

56兆円
（2019年度見通し）

建設投資
ピーク時比
▲33.3％

許可業者数のピーク
601千業者（1999年度末）

建設投資のピーク
84兆円（1992年度）
就業者数：619万人
業者数：531千業者
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

建設労働者の高齢化について
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○建設業就業者： 685万人（H9） → 498万人（H22） → 499万人（R1）

○技術者 ： 41万人（H9） → 31万人（H22） → 36万人（R1）

○技能者 ： 455万人（H9） →   331万人（H22） →  324万人（R1）

○ 建設業就業者は、55歳以上が約35％、29歳以下が約11%と

高齢化が進行し、次世代への技術承継が大きな課題。
※実数ベースでは、建設業就業者数のうち平成30年と比較して

55歳以上が約1万人増加、29歳以下は約2万人増加。

出典：総務省「労働力調査」を基に国土交通省で算出

出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省で算出

技能者等の推移 建設業就業者の高齢化の進行

（※平成23年データは、東日本大震災の影響により推計値）

建設業就業者の現状

建設業：約３割が５５歳以上

建設業：２９歳以下は約１割

全産業（５５歳以上）

全産業（２９歳以下）

0

100

200

300

400

500

600

700

800

H2

年

H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

395
399 408 420 433 438 442 455

434 432 432
415 414 401 385 381 375 370 358

342
331 334 335 338 341 331 326 331 328 324

29 33
36

42
42 43 43 

41

43 42 42

39 37
36

34 32 31 31
30

32
31 31 32 27 28

32 31 31 33 36

118 127

127 128

127 128
131 133

131 128 126
124

116
114

113
107 107 103

103
100

94 98 98 96 98 99 99 99 104 102

22
22

27

26
27

29
29

31

31 32 34

33
32

34
35

34
32

31
31

29
29 32 30 29

30
28 27 28 28 26

5 88

24 

6 04

25

6 19

25

6 40

26

6 55

25

6 63

24

6 70

24

6 85

24
6 62

24

6 57

23
6 53

20 6 32

22

6 18

19 6 04

19
5 84

17
5 68

14
5 59

14
5 52

17 
5 37

15 

5 17

14 4 98

13

5 02

7

5 03

8
4 99

9

5 05

[値]

500

[値]

492

[値]

498

[値]

503

[値]

499

[値]

（万人）

その他

販売従事者等

管理的職業、事務従事者

技術者

技能者
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

建設労働者の労働時間について
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1,800

1,900

2,000

2,100

2,200
年間実労働時間の推移

※ 厚生労働省「毎月勤労統計調査」年度報より国土交通省作成

（時間）

建設業

製造業

調査産業計

2007年度：2065時間

2017年度：2054時間

▲11時間

2007年度：1993時間

2017年度：1962時間

▲31時間

2007年度：1807時間

2017年度：1720時間

▲87時間
220

225

230

235

240

245

250

255

260

年間出勤日数の推移（日）

建設業

製造業

調査産業計

2007年度：256日

2017年度：252日

▲4日

2007年度：238日

2017年度：234日

▲4日

2007年度：233日

2017年度：222日

▲11日

実労働時間及び出勤日数の推移 （建設業と他産業の比較）

○ 年間の総実労働時間については、他産業と比べて300時間以上（約２割）長い。また、10年前と比べると、全産
業では約87時間減少しているものの、建設業はほぼ横ばい（約11時間の減少）であり、大幅な改善は見られない。

92時間

334時間

18日

30
日
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

建築工事

土木工事

4週8休

(完2)

4週7休 4週6休 4週5休 4週4休 4週3休以下

建設業における技術者の休日の状況

◯ 建設工事全体では、約半数が４週４休以下で就業している状況。

出典：日建協「2017時短アンケート（速報）」を基に作成

【建設業における休日の状況】
現在4週8休は

1割以下

（4週当たり）

休暇日数

5.00日

（4週当たり）

休暇日数

5.07日

（4週当たり）

休暇日数

4.78日

【注】
※建設工事全体には、建築工事、土木工事の他にリニューアル工事等が含まれる。
※日建協の組合員の技術者等を対象にアンケート調査。 7
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

建設産業の課題及び期待について
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◯ 建設業における労働環境は他産業に比べて厳しく、若手が入職・定着しづらい状況
•休日の取得状況は、約７割の人が４週４休以下で働いている
•死傷事故（千人率）は、製造業と比較して高い水準にあり、近年は横ばい
•事故要因としては、建設機械との接触による事故が多く、墜落と合わせると全体の４割弱を
占める
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建設業における労働災害発生要因

若者等の入職と就業継続

8.8%

0.6%

11.7% 8.9% 56.3% 13.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

4週8休 4週7休 4週6休 4週5休 4週4休 4週4休未満

若者が建設業に就職・定着しない主な理由

【収入・福利面】
◯ 収入の低さ
◯ 社会保険等の未整備

【休日確保や労働環境】
◯ 仕事のきつさ
◯ 休日の少なさ
◯ 作業環境の厳しさ

【働くことへの希望、将来への不安】
◯ 職業イメージの悪さ
◯ 仕事量の減少への不安

建設業の休日について

※ 日建協「時短アンケートの概要」から抜粋

※ 建専連「建設技能労働者の確保に関する調査報告」から
入職しない理由のアンケート結果より

建設産業の現状と課題

9
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

新技術の取り組み（問題解決への取り組）
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i-Construction ～建設業の生産性向上～

○平成28年9月12日の未来投資会議において、安倍総理から第4次産業革命による『建設現場の生産性革命』に向け、
建設現場の生産性を2025年度までに2割向上を目指す方針が示された。

○この目標に向け、３年以内に、橋やトンネル、ダムなどの公共工事の現場で、測量にドローン等を投入し、施工、検査
に至る建設プロセス全体を３次元データでつなぐなど、新たな建設手法を導入。

○これらの取組によって従来の３Ｋのイメージを払拭して、多様な人材を呼び込むことで人手不足も解消し、
全国の建設現場を新３Ｋ（給与が良い、休暇がとれる、希望がもてる）の魅力ある現場に劇的に改善。

【生産性向上イメージ】

平成28年9月12日未来投資会議の様子

ICTの土工への活用イメージ（ICT土工） 11
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・各地方整備局のICT活用工事実績リストより集計
・単体企業での元請け受注工事のみを集計
・北海道、沖縄は除く
・対象期間はH28～R1.9

建設現場におけるICT活用の現状と課題

93.3%

87.0%

43.1%

20.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

A

B

C

D

実績あり

〇施工や管理に3次元データ等を活用するICT活用工事では、直轄工事の実施件数は年々増加、
土工における延べ作業時間が約3割縮減するなどの効果が表れている。

○一方、地域を地盤とするC、D等級※の企業は、 ICT施工の経験割合が低く、普及拡大が必要。

＜ICT施工実施状況＞

■一般土木工事の等級別ICT施工経験割合
（平成28年度以降の直轄工事受注実績に対する割合

30社
（32社）

108社
（112社）

2,188社
（5,920社）

573社
（10,848社）

（28社）

（94社）

（943社）

（116社）

延べ作業時間縮減効果（ＩＣＴ土工） N=２９６

人日

約３割 縮減

○ 活用効果は施工者へのアンケート調査結果の平均値として算出。
○ 従来の労務は施工者の想定値
○ 各作業が平行で行われる場合があるため、工事期間の削減率とは異なる。

＜ICT土工の効果＞

＜ICT施工の経験企業の割合＞

数値は等級毎の平成28年度以降の
直轄工事を受注した業者数

（ ）内は一般土木の全登録業者数

全国
企業

地域
企業

※直轄工事においては、企業の経営規模等や、工事受注や総合評価の参加実績を勘案し、企業の格付け（等級）を規定

43.1％＝
943社（ICT施工経験企業）

2,188（直轄工事受注企業）

12
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ＩＣＴの活用普及について
四国地方整備局

取組み状況

①市町村への普及

※徳島県は調整中

◆令和２年度 市町村キャラバン

②中小企業への浸透

１）実施時期：令和２年７月１７日
２）場所：アイホール
３）参加者：国、県と業団体：３５名
４）説明内容：取組内容（国、自治体）、意見交換

◆愛媛県ICT活用工事支援協議会（令和２年２月７日設立）
香川県ICT活用工事支援連絡協議会（令和２年１月２９日設立）
高知県ICTモデル工事支援連絡協議会（平成３０年７月２３日設立）
徳島県ICTモデル工事支援協議会（平成２９年１１月１６日設立）

※昨年度までに四国４県すべてに
支援協議会が設立

◆四国ＩＣＴ施工活用促進部会

④技術者の育成

③経営者の意識改革、⑤工事の採算性確保

◆出前講座等を活用

○ 令和元年9月4日 徳島県
○ 令和元年10月21日 香川県
○ 令和元年10月23日 徳島県
○ 令和元年10月31日 愛媛県
○ 令和元年11月 7日 高知県

※補助金、優遇税制、工夫事例、
課題と対応事例等

○令和元年11月 8日 徳島県
○令和元年11月26日 徳島県
○令和元年12月 3日 高知県
○令和元年12月 4日 高知県
○令和元年12月 5日 高知県

13

開催日 自治体 説明内容

令和2年8月7日 愛媛県松前町
・i-Constructionの概要
・ICTの活用状況と効果
・BIM/CIMの概念・活用効果

令和2年10月19日 香川県東かがわ市 〃

令和2年11月20日 高知県中央部 〃

令和2年11月26日 高知県西部 〃

令和2年11月27日 高知県東部 〃

開催状況（愛媛県松前町）

※実務者向け講習会
◆令和 2年１１月16日、17日（四国技術事務所） 36名



BIM/CIM・ICTモデル事務所

14
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「i‐Con推進のための連携・協力に関する協定」締結式
四国地方整備局



ＩＣＴの全面的な活用（ＩＣＴ土工）

測量

発注者

OK

設計・
施工計画

施工 検査i-Construction

設計図に合わ
せ丁張り設置

検測と施工を繰
り返して整形

丁張りに合わせ
て施工

③ICT建設機械による
施工

④検査の省力化①ドローン等による３次元測量 ②３次元測量データによる
設計・施工計画

ドローン等による写真測量等によ
り、短時間で面的（高密度）な３次
元測量を実施。

３次元測量データ
（現況地形）と設計図
面との差分から、施
工量（切り土、盛り土
量）を自動算出。

３次元設計データ等により、
ICT建設機械を自動制御し、
建設現場のIoT（※）を実施。

ドローン等による３次元測
量を活用した検査等により、
出来形の書類が不要とな
り、検査項目が半減。

測量
設計・
施工計画

検査従来方法

測量の実施

平面図 縦断図

横断図

設計図から施工
土量を算出

施工

① ② ③ ④

※IoT（Internet of Things）とは、様々なモノにセ

ンサーなどが付され、ネットワークにつながる
状態のこと。

３次元設計データ等
を通信

書類による検査 16
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ＩＣＴ土工と従前の作業比較

丁張りが必要

従前（丁張り必要） ＩＣＴ土工（丁張り不要）

3次元設計データにより
自動制御等が可能

17
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ステレオカメラによる配筋検査

・ 鉄筋間隔の確認は、スケールや
メジャーで直接鉄筋を計測

・ 計測状況は写真を撮影し保存

⇒計測は手間のかかる複数
人での作業となっている

【新技術の活用による監督検査の省力化（ステレオカメラによる配筋検査）】

システムイメージ（ステレオカメラ）撮影状況

画像中の特徴から鉄筋位置を検出 計測結果はリアルタイムで
システムの画面上に表示

検査状況

新技術の活用

データを活用して品質管理の高度化等を図る技術 （例）

18
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19

従来の「移動式クレーン」による施工と、比較し
「定置式水平ジブクレーン」の活用方法を評価・検討

 専任オペレーターが不要
 欧州諸国では標準の施工方法
 日本国内の建設現場では施工事例が少ない

試行工事で橋梁の下部工事に「定置式水平ジブクレーン」を活用

水平ジブクレーン

移動式クレーン

専任ｵﾍﾟ

定置式水平ジブクレーンとは？

定置式水平ジブクレーンの活用 （試行工事）

・Ｒ元～２年度 熊井橋下部その１工事（中村河川国道事務所）

・令和元－２年度 こまた川樋門外新設工事（徳島河川国道事務所）

四国地方整備局

・平成２９－３０年度 佐賀橋下部工事（中村河川国道事務所）



品物（吊り荷）を傍で（近く）目視して確認しながら吊り上げ、吊
り下げ、横移動を無線操作機で確実に出来る、その結果、従来
の一般的なやり方より安全性が向上

施工状況（型枠）

吊り｢上げ｣

吊り｢下げ｣
20

定置式水平ジブクレーンの活用 （試行工事）
四国地方整備局



作業員が操作

全景

①荷揚げ

荷卸位置に作業員が移動し、
操作・荷卸し

②荷卸し

リモコン

定置式水平ジブクレーンの活用 （試行工事）

施行状況（鉄筋の吊り込み）
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22

技能労働者の所感（意見：Ｒ元～２年度 熊井橋下部その１工事）

良かった点

自ら操作できるため、自分たちの好きな時に操作
することができる（時間の余裕）

いつでもクレーンを使用できるという気持ちの余裕
と安心感がある

悪かった点
操作時の吊り荷の揺れが大きく怖かった

「クレーン操作」と「作業」を同時にするのは難しい

その他

今回の現場だけで評価するのではなく、今回の経
験を次回に活かせることが大事

クレーンの操作性が上がれば、安全性・作業効率も
上がる

最大の課題であった吊り荷の揺れは、最近の機種では解消

定置式水平ジブクレーンの活用 （試行工事）
四国地方整備局



データを活用して品質管理の高度化等を図る技術 （例）

コンクリート表層品質のＡＩ画像診断

23

四国地方整備局



データを活用して品質管理の高度化等を図る技術 （例）

MMSによる出来形管理

24
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データを活用して施工の労働生産性の向上を図る技術（例）

重機搭載レーザースキャナにより掘削面の出来形計測を実施する技術

重機内に搭載したコンパクトモニタ

・重機に搭載したレーザースキャナと自動追尾トータルステーションを活用し、施工しながら周囲
の点群データを取得し、リアルタイムに出来形計測を実施

・本試行では、トンネルインバート工の掘削に適用

・地上型レーザースキャナによる出来形計測と比較しても、レーザースキャナの盛り替えが不要
であり、更なる作業効率化に繋がる

レーザースキャナ

自動追尾TS

25
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